
 

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東北財務局長

【提出日】 平成28年２月８日

【四半期会計期間】 第63期第３四半期(自 平成27年10月１日 至 平成27年12月31日)

【会社名】 株式会社　ＴＴＫ

【英訳名】 TTK　Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　土 肥 幹 夫　

【本店の所在の場所】 仙台市若林区新寺一丁目２番23号

【電話番号】 022(297)5111(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長　名 取 正 裕

【最寄りの連絡場所】 仙台市若林区新寺一丁目２番23号

【電話番号】 022(297)5111(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長　名 取 正 裕

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

EDINET提出書類

株式会社ＴＴＫ(E00193)

四半期報告書

 1/18



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回　　次
第62期
第３四半期
連結累計期間

第63期
第３四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 23,173 21,059 35,500

経常利益 (百万円) 276 118 1,223

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 141 1 639

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 347 108 867

純資産額 (百万円) 17,131 17,490 17,642

総資産額 (百万円) 24,299 25,089 26,314

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 7.08 0.10 32.01

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 68.3 67.5 65.0
 

　

回　　次
第62期
第３四半期
連結会計期間

第63期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 4.8 4.28
 

(注) 1　当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

2　売上高には、消費税等は含まれていない。

3　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については潜在株式が存在しないため、記載していな

い。

4　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連

結　　累計期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としている。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。

 また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はない。

 なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成27年12月18日開催の取締役会において、中央資材株式会社及び北通産株式会社と当社の連結子会社で

ある東北通産株式会社との３社において合併契約の締結について決議した。

　詳細は「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に記載の通りである。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものである。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、原油価格下落の影響や政府による各種政策の効果から、緩や

かに回復に向かうことが期待される。

　情報通信分野においては、従来の固定ブロードバンドサービスが成熟化する一方で、移動通信分野においてはス

マートフォンやタブレット端末の普及によりＬＴＥ，Ｗｉ―Ｆｉなどのサービスエリアの拡大やトラフィック増に

対応する通信ネットワーク環境の整備が急ピッチで進んでいる。

　また、公共・民間分野においては、東日本大震災の本格復興や国土強靭化に向けた防災・減災、2020年開催の東

京オリンピック・パラリンピック等に関連した設備投資の拡大が期待される。

　このような経営環境の中、当社グループでは“「震災まちづくり復興」事業への貢献と新たな事業ステージでの

グループ総合力の展開”を基本方針とし、「第４次中期経営計画」(平成26年度～平成28年度)に基づき重点項目を

確実に遂行し、事業拡大・業務の効率化等に取組んできた。

その結果、売上高は21,059百万円(前年同四半期連結累計期間比2,113百万円減少)、営業利益は51百万円(前年同

四半期連結累計期間比153百万円減少)、経常利益は118百万円(前年同四半期連結累計期間比158百万円減少)、親会

社株主に帰属する四半期純利益は１百万円(前年同四半期連結累計期間比139百万円減少)となった。

 
　　セグメントの業績を示すと、次のとおりである。

(電気通信工事事業)　　　　

ＩＲＵ工事及びＮＣＣ系工事の受注が減少したことにより、当第３四半期連結累計期間における受注高は24,099

百万円(前年同四半期連結累計期間比623百万円増加)、完成工事高は18,574百万円(前年同四半期連結累計期間比

2,640百万円減少)、セグメント利益は90百万円(前年同四半期連結累計期間比107百万円減少)となった。

(工事材料等販売事業)

工事材料等販売事業は、通信工事材料等の販売を行っている。当第３四半期連結累計期間における受注高は

2,484百万円(前年同四半期連結累計期間比527百万円増加)、売上高は2,484百万円(前年同四半期連結累計期間比

527百万円増加)、セグメント利益は13百万円(前年同四半期連結累計期間比２百万円減少)となった。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は25,089百万円であり、前連結会計年度末比1,224百万円減少した。流動

資産は16,087百万円で前連結会計年度末比1,543百万円減少した。これは主に完成工事未収入金5,082百万円の減

少、未成工事支出金2,978百万円の増加、商品268百万円の増加、材料貯蔵品212百万円の増加によるものである。

固定資産は9,001百万円で前連結会計年度末比318百万円増加した。これは主に有形固定資産329百万円の増加、無

形固定資産52百万円の減少、投資その他の資産41百万円の増加によるものである。

　負債については7,599百万円と前連結会計年度末比1,072百万円減少した。流動負債は4,425百万円で前連結会計

年度末比936百万円減少した。これは主に工事未払金1,038百万円の減少によるものである。固定負債は3,173百万

円で前連結会計年度末比135百万円減少した。

　純資産は17,490百万円と前連結会計年度末比152百万円減少した。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はない。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１百万円である。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種　　　　　　　　類 発行可能株式総数(株)

普　　通　　株　　式 66,428,000

計 66,428,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種　　類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提 出 日 現 在
発 行 数 (株)

(平成28年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　　　　容

普 通 株 式 21,226,071 21,226,071
東京証券取引所　
(市場第二部)

単元株式数は
1,000株である。

計 21,226,071 21,226,071 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　 　該当事項はない。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　 　該当事項はない。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　 　該当事項はない。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年　　月　　日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成27年12月31日 ― 21,226,071 ― 2,847 ― 2,641
 

 

(6) 【大株主の状況】

　　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

   平成27年12月31日現在

区　　　　　　分 株　式　数 (株) 議決権の数(個) 内　　　　　 容

無 議 決 権 株 式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,255,000
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,801,000
 

19,801 ―

単 元 未 満 株 式 普通株式 170,071
 

― 一単元(1,000株)未満の株式

発 行 済 株 式 総 数 21,226,071 ― ―

総 株 主 の 議 決 権 ― 19,801 ―
 

 

　(注)１ 「完全議決権株式数(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が8,000株(議決

　権８個)含まれている。

 ２ 「単元未満株式数」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が179株含まれている。

 

② 【自己株式等】

　平成27年12月31日現在

所 有 者 の 氏 名
又　 は　 名 　称

所 有 者 の 住 所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）　　　　
株式会社 ＴＴＫ

仙台市若林区新寺1-2-23 1,255,000 ― 1,255,000 5.91

計 ― 1,255,000 ― 1,255,000 5.91
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりである。

（1）役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役
（経営企画本部長）

専務取締役
（経営企画本部長兼人事部長）

數藤　　崇 平成27年７月１日

取締役
（人事部長）

取締役
（NTT事業本部秋田支店長）

八鍬　一哉 平成27年７月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 5,327 5,079

  受取手形及び売掛金 540 624

  完成工事未収入金 9,601 4,518

  未成工事支出金 1,322 4,301

  材料貯蔵品 227 440

  商品 195 463

  繰延税金資産 223 235

  その他 202 435

  貸倒引当金 △9 △10

  流動資産合計 17,630 16,087

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 5,021 5,569

   機械・運搬具 533 548

   土地 2,464 2,493

   リース資産 746 863

   建設仮勘定 216 31

   その他 1,003 977

   減価償却累計額 △4,506 △4,674

   有形固定資産合計 5,479 5,809

  無形固定資産 344 291

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,138 2,281

   繰延税金資産 668 573

   その他 274 48

   貸倒引当金 △222 △2

   投資その他の資産合計 2,858 2,900

  固定資産合計 8,683 9,001

 資産合計 26,314 25,089
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 3,030 1,991

  買掛金 932 1,331

  リース債務 142 156

  未払金 582 433

  未払法人税等 72 56

  未成工事受入金 139 185

  完成工事補償引当金 4 5

  工事損失引当金 79 79

  その他 378 184

  流動負債合計 5,362 4,425

 固定負債   

  リース債務 315 367

  役員退職慰労引当金 50 －

  退職給付に係る負債 2,771 2,592

  その他 172 213

  固定負債合計 3,309 3,173

 負債合計 8,671 7,599

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,847 2,847

  資本剰余金 2,641 2,719

  利益剰余金 11,295 10,937

  自己株式 △386 △388

  株主資本合計 16,397 16,116

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 810 918

  退職給付に係る調整累計額 △110 △104

  その他の包括利益累計額合計 699 813

 非支配株主持分 544 560

 純資産合計 17,642 17,490

負債純資産合計 26,314 25,089
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高   

 完成工事高 21,031 18,211

 兼業事業売上高 2,141 2,848

 売上高合計 23,173 21,059

売上原価   

 完成工事原価 18,640 16,029

 兼業事業売上原価 2,004 2,668

 売上原価合計 20,645 18,698

売上総利益   

 完成工事総利益 2,390 2,181

 兼業事業総利益 136 180

 売上総利益合計 2,527 2,361

販売費及び一般管理費 2,322 2,310

営業利益 204 51

営業外収益   

 受取利息 1 0

 受取配当金 48 55

 受取賃貸料 21 17

 雑収入 14 18

 営業外収益合計 84 91

営業外費用   

 支払利息 2 4

 リース解約損 － 6

 雑支出 9 13

 営業外費用合計 12 24

経常利益 276 118

特別利益   

 負ののれん発生益 34 －

 国庫補助金 2 －

 特別利益合計 37 －

特別損失   

 固定資産売却損 2 －

 固定資産除却損 45 －

 特別損失合計 47 －

税金等調整前四半期純利益 266 118

法人税、住民税及び事業税 52 78

法人税等調整額 65 45

法人税等合計 118 123

四半期純利益又は四半期純損失（△） 148 △5

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

7 △7

親会社株主に帰属する四半期純利益 141 1
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 148 △5

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 198 108

 退職給付に係る調整額 0 6

 その他の包括利益合計 198 114

四半期包括利益 347 108

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 339 116

 非支配株主に係る四半期包括利益 8 △8
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を

資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更した。

また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価

の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更した。加

えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っている。当該表示の

変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財

務諸表の組替えを行っている。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用している。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益は77百万円減少している。また、当第３四半期

連結会計期間末の資本剰余金が77百万円増加している。

 

（追加情報）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

（役員退職慰労引当金）
　当社の全ての連結子会社は平成27年3月期の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給
を決議している。
　これに伴い、「役員退職慰労引当金」は全額取崩し、打切り支給額56百万円を長期未払金として固定負債の「そ
の他」に含めて表示している。
 
（連結子会社合併契約の締結）
　当社は、平成27年12月18日開催の取締役会において、中央資材株式会社（以下、「中央資材」）及び北通産株式
会社(以下、「北通産」）と当社の連結子会社である東北通産株式会社（以下、「東北通産」という。）との３社に
おいて合併契約の締結について決議した。
 
１.合併による事業統合の目的
 
　当社の連結子会社である東北通産は、東北を事業基盤として電気通信事業の物品に関わる営業・調達・配送を基
本業務とし、徹底した効率を進め生産性向上につとめてきた。その結果、東北の電気通信事業における資材調達に
おいて半世紀にわたり安定的に事業を展開してきた。
　しかしながら、今後の電気通信業界は益々厳しい競争が想定されることから、東日本管内における３社の経営資
源を集中し、更なる経営の効率化を図り強固な経営基盤を確立させると共に民需領域へ積極的な営業を行い一般市
場へ進出できる体制を構築していく。
　今後も安定的な事業を推進し顧客価値及び株式価値の向上に努め、コスト競争力を持つ資材調達会社を目指して
いく。
 
２.合併の要旨
 
(１)合併の日程
　　合併契約書締結取締役会　：　平成27年12月18日
　　合併契約書締結日  　　 ：　平成27年12月21日
   合併期日（効力発生日）　：　平成28年４月１日（予定）　
 
(２)合併方式
　　中央資材を存続会社とする吸収合併方式とし、東北通産と北通産は解散予定である。　
 
(３)合併に係る割り当ての内容
　合併にあたり中央資材は、普通株229,286株を発行し、効力発生日直前の最終の東北通産並びに北通産の株主に対
し、東北通産１株につき中央資材の株式1.144株、北通産の株式１株につき中央資材の株式1.722株の割合を持って
割当交付する。また、中央資材は、東北通産１株につき金3,021円、北通産の株式１株につき金2,178円の金銭を支
払うことにした。
　その結果、当社は交付対価として中央資材の株式93,819株、金銭247百万円の交付を受けることになる。　
 
(４)消滅会社の新株予約権および新株予約権社債に関する取扱い
   該当事項はない。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 365 百万円 380 百万円
 

 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当た
り　　配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 199 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月７日
取締役会

普通株式 159 ８ 平成26年９月30日 平成26年11月28日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はない。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当た
り　　配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 199 10 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月６日
取締役会

普通株式 159 ８ 平成27年９月30日 平成27年11月30日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：百万円)

 

報 告 セ グ メ ン ト

合　　計

電気通信工事事業 工事材料等販売事業

売上高    

  外部顧客への売上高 21,215 1,957 23,173

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 2,120 2,120

計 21,215 4,077 25,293

セグメント利益 197 16 213
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利　　益 金　　額

報告セグメント計 213

セグメント間取引消去 △9

四半期連結損益計算書の営業利益 204
 

 

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（重要な負ののれん発生益）

工事材料等販売事業において当社の連結子会社である東北通産株式会社が自己株式を取得している。これに伴

い、当第３四半期連結累計期間において、34百万円の負ののれん発生益を計上している。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：百万円)

 

報 告 セ グ メ ン ト

合　　計

電気通信工事事業 工事材料等販売事業

売上高    

  外部顧客への売上高 18,574 2,484 21,059

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 2,700 2,701

計 18,574 5,185 23,760

セグメント利益 90 13 103
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利　　益 金　　額

報告セグメント計 103

セグメント間取引消去 △52

四半期連結損益計算書の営業利益 51
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項　　　　　　目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 7円 08銭 0円 10銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 141 １

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

141 １

普通株式の期中平均株式数(株) 19,975,475 19,971,550
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

(重要な後発事象)

該当事項はない。

 

２ 【その他】

　第63期(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)中間配当については、平成27年11月 ６日開催の取締役会

において、平成27年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し

た。

　①　配当の総額　　　　　　　　　　　　　　　  　 159 百万円

　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　       ８円

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成27年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月３日

株式会社　ＴＴＫ

取締役会  御中

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　  木　村　大　輔   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   　 田　村　　剛　   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＴＴＫ

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成27

年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＴＴＫ及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれてない。
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